
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 岐阜県工業用水道事業会計決算 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         決   算   諸   表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



                                               
 

 

令和５年度 岐阜県工業用水道事業決算報告書 

(1) 収益的収入及び支出 

    収    入 

 

区    分 

予   算   額   
   

決    算    額 

 

           

予 算 額 に 

比 べ 決 算 
額 の 増 減 

 

   備        考 

 

 

     

当 初 

予    算    額 

     

補          正 

予    算    額 

地方公営企業法第 
24条第３項の規定 
による支出額に係 
る財源充当額   

               

合       計 

第１款 工業用水道事業収益 

 

 第１項 営 業 収 益 

 

 第２項 営業外収益 

 

  

 

                円 

       119,783,000 

 

        109,075,000 

 

         10,708,000 

 

        

                円 

        3,777,000 

 

       3,991,000 

 

        △214,000 

 

 

            円 

             0 

 

             0 

 

             0 

 

 

                円 

        123,560,000 

 

        113,066,000 

 

         10,494,000 

 

 

                  円 

          123,398,796 

 

          113,294,316 

 

           10,104,480 

 

 

            円 

     △161,204 

 

     228,316 

 

    △389,520 

 

   

 

 (うち､仮受消費税及び地方消費税 

     10,299,423円) 

 

    支    出 

 

   

区   分 

予   算   額  

  

決  算  額 

地方公営 
企業法第 
26条第２ 
項の規定 
による繰 
越額   

 

  

不 用 額 

 

   

備    考 

 
       

 
当    初 
予 算 額 

        
 

補   正 
予 算 額 

       
 

予 備 費 
支 出 額 

       

流用 

増減 
額 

地方公営企 
業法第24条 
第３項の規 
定による支 
出額    

       

 小    計 

地方公営企 
業法第26条 
第２項の規 
定による繰 
越額    

        

 合       計 

第１款 

 工業用水道事業費用  

 第１項 

  営 業 費 用 

  第２項 

    営業外費用 

  第３項 

    特 別 損 失 

 第４項 

    予 備 費 

 

 

           円 

 

  102,551,000 

 

   96,052,000 

 

   5,499,000 

 

0 

 

1,000,000 

 

           円 

 

565,000 

 

 △6,665,000 

 

  7,230,000 

 

            0 

 

0 

 

 

 

       円 

 

         0 

 

          0 

 

         0 

 

        0 

 

0 

 

 

  円 

 

   0 

  

   0 

 

   0 

 

   0 

 

0 

 

 

 

        円 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

0 

 

 

           円 

 

  103,116,000 

 

   89,387,000 

 

   12,729,000 

 

0 

 

1,000,000 

 

 

        円 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

0 

 

 

 

 

           円 

 

  103,116,000 

 

   89,387,000 

 

   12,729,000 

 

0 

 

1,000,000 

 

 

           円 

 

   85,447,939 

 

   75,083,236 

 

  10,361,649 

 

 3,054 

 

0 

    

      円 

 

       0 

 

       0 

 

       0 

 

       0 

 

0 

 

 

 

 

         円 

 

 17,668,061 

 

 14,303,764 

 

  2,367,351 

 

△3,054 

 

1,000,000 

 

 

 

(うち､仮払消費税 

 及び地方消費税 

 1,464,688円) 

 



  

(2) 資本的収入及び支出 

   

収    入 

 

区          分 

予   算   額 
 

決    算    額 

 
 

予 算 額 に 
比 べ 決 算 
額 の 増 減 

 

備        考 

    

当       初 
予  算  額 

    

補       正 
予   算   額 

         

小       計 

地方公営企業法 
第26条の規定に 
よる繰越額に係 
る財源充当額 

  

継続費逓次 
繰越額に係 
る財源充当 
額 

         

合       計 

第１款 

 資 本 的 収 入 

  第１項 

  企 業 債 

第２項 

   工 事 負 担 金 

   

  

             円 

 

     55,074,000 

 

39,800,000 

 

    15,274,000 

 

      

 

            円 

 

   △47,437,000 

 

△39,800,000 

             

     △7,637,000 

 

               円 

 

     7,637,000 

 

0 

 

      7,637,000 

 

    

        円 

 

         0 

 

0 

 

         0 

 

      

 

      円 

 

       0 

 

0 

 

       0 

 

        

 

            円 

 

  7,637,000 

 

0 

      

 7,637,000 

 

   

               円 

 

     0 

 

0 

 

     0 

 

               

 

 

            円 

 

   △7,637,000 

 

0 

 

△7,637,000 

  

 

 

 

 

 

 

    支    出                                                      

 

区   分 

予   算   額  

  

決   算   額 

  翌 年 度 繰 越 額 

 

不 用 額 

 

備    考 

        

当 初 
 予   算   額 

        
 

補 正 
予   算   額 

       

予備 
費支 
出額 

       

流用 
増減 
額  

          

小    計 

 
地方公営 
企業法第 
26条の規 
定による 
繰越額  

     
継続 
費逓 
次繰 
越額 

          
合    計 

     
地方公営企 
業法第26条 
の規定によ 
る繰越額  

     
継続 
費逓 
次繰 
越額 

         

合   計 

第１款 

 資 本 的 支 出 

 第１項 

  建 設 改 良 費 

  第２項 

   企業債償還金 

  第３項 

   他 会 計 か ら の 

   長 期 借 入 金 償 還 金 

           円 

 

  101,749,000 

 

 58,743,000 

 

   19,729,000 

 

23,277,000 

           円 

 

△48,484,000 

 

△48,484,000 

           

0 

 

0 

  円 

 

   0 

 

   0 

 

   0 

 

0 

  円 

 

   0 

 

   0 

 

   0 

 

0 

          円 

 

  53,265,000 

 

  10,259,000 

 

   19,729,000 

 

23,277,000 

        円 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

  円 

 

  0 

 

  0 

 

  0 

 

  0 

          円 

 

 53,265,000 

 

  10,259,000 

 

  19,729,000 

 

23,277,000 

            円 

 

   45,556,494 

 

   2,552,000 

 

    19,728,116 

 

  23,276,378 

        円 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

  円 

 

   0 

 

   0 

 

   0 

 

   0 

       円 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

 

         0 

       円 

 

7,708,506 

 

7,707,000 

 

       884 

 

622 

 

 

(うち､仮払消費税 

 及び地方消費税 

232,000円) 

 

 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額45,556,494円については、減債積立金25,893,572円、過年度分損益勘定留保資金19,430,922円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的 

収支調整額232,000円で補てんした。 



  　（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位　円）

１

(1) 給 水 収 益 102,994,893 102,994,893

２

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 19,432,598

(2) 総 係 費 3,735,180

(3) 減 価 償 却 費 49,642,466

(4) 資 産 減 耗 費 808,304 73,618,548

営 業 利 益 29,376,345

３

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 997

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 10,085,392

(3) 雑 収 益 18,091 10,104,480

４

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 1,758,584

(2) 雑 支 出 165 1,758,749 8,345,731

経 常 利 益 37,722,076

５

(1) そ の 他 特 別 損 失 3,054 3,054 △3,054

当 年 度 純 利 益 37,719,022

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0 　

その他未処分利益剰余金変動額 25,893,572

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 63,612,594

 令和５年度　岐阜県工業用水道事業損益計算書 

特 別 損 失

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用



（単位　円）

受贈財産
評価額

工事
負担金

補助金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合 計
減債

積立金
建設改良
積立金

未処分利
益剰余金

利益剰余金
合 計

793,734,357 0 0 0 76,293,396 76,293,396 0 0 56,550,193 56,550,193 926,577,946

前年度処分額 30,656,621 0 0 0 0 0 25,893,572 0 △56,550,193 △30,656,621 0

議会の議決による処分額 30,656,621 0 0 0 0 0 25,893,572 0 △56,550,193 △30,656,621 0

30,656,621 0 0 0 0 0 0 0 △30,656,621 △30,656,621 0

0 0 0 0 0 0 25,893,572 0 △25,893,572 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

0

当年度変動額 0 0 0 0 0 0 △25,893,572 0 63,612,594 37,719,022 37,719,022

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 △25,893,572 0 25,893,572 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 37,719,022 37,719,022 37,719,022

（当年度未処分利益剰余金）

63,612,59476,293,396 0 0 63,612,594 964,296,968当年度末残高 824,390,978 0 0 0 76,293,396

国庫補助金の受入れ

国庫補助金の処分

当年度純利益

減債積立金の使用

建設改良積立金の使用

資本剰余金の処分

0 25,893,572 926,577,946

一般会計出資金の受入れ

自己資本金への組入れ

受贈財産の受入れ

0 0 0 76,293,396 76,293,396 25,893,572

前年度末残高

資本金への組入れ

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

処分後残高 824,390,978

 令和５年度　岐阜県工業用水道事業剰余金計算書 
 　　（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

資本金

剰　余　金

資本合計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金



(単位　円)

当年度末残高

議会の議決による処分額

資本金への組入れ

減債積立金の積立て

処分後残高

１

(1)

イ 土 地 284,693,224

ロ 構 築 物 1,847,323,140

減 価 償 却 累 計 額 △776,511,004 1,070,812,136

ハ 機 械 及 び 装 置 47,431,817

減 価 償 却 累 計 額 △29,745,086 17,686,731

ニ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 4,950,000

減 価 償 却 累 計 額 △1,782,000 3,168,000

ホ 建 設 仮 勘 定 60,213,299

有 形 固 定 資 産 合 計  1,436,573,390

(2)

イ ダ ム 使 用 権  208,813,537

無 形 固 定 資 産 合 計 208,813,537

固 定 資 産 合 計 1,645,386,927

0

△63,612,594

△37,719,022

0 0 △25,893,572

824,390,978

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

824,390,978 76,293,396 63,612,594

0

0

0

76,293,396
（繰越利益剰余金）

0

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

(令和6年3月31日)

 令和５年度　岐阜県工業用水道事業剰余金処分計算書 

 令和５年度　岐阜県工業用水道事業貸借対照表 

有 形 固 定 資 産

(単位 円)



２

(1) 168,265,770

(2) 9,910,994

流 動 資 産 合 計 178,176,764

資 産 合 計 1,823,563,691

３

(1)

イ 建設改良費等の財源に 142,793,652

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 142,793,652

(2)

イ 建設改良費等の財源に 418,974,793

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計 418,974,793

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,683,344

引 当 金 合 計 1,683,344

固 定 負 債 合 計 563,451,789

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に 19,923,493

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 19,923,493

(2)

イ 建設改良費等の財源に 23,276,378

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計 23,276,378

(3) 4,441,290

(4)

企 業 債

引 当 金

他 会 計 借 入 金

未 収 金

固 定 負 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

流 動 資 産

現 金 預 金

負　　　債　　　の　　　部

未 払 金



イ 賞 与 引 当 金 423,429

引 当 金 合 計 423,429

(5)

イ 預 り 金 14,640

そ の 他 流 動 負 債 合 計 14,640

流 動 負 債 合 計 48,079,230

５

443,901,092

△196,165,388

247,735,704

859,266,723

６ 824,390,978

７

(1)

イ そ の 他 資 本 剰 余 金 76,293,396

資 本 剰 余 金 合 計 76,293,396

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 63,612,594

利 益 剰 余 金 合 計 63,612,594

剰 余 金 合 計 139,905,990

資 本 合 計 964,296,968

負 債 資 本 合 計 1,823,563,691

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 流 動 負 債

資　　　本　　　の　　　部

収 益 化 累 計 額



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         決  算  附  属  書 



 

 



１　概　　　況

  (1) 総括事項

      美濃加茂市内の１２法人（１３事業所）に対し給水を行いました。

      給水量は、契約水量5,388㎥／日に超過水量を加え、年間1,939,592.8㎥となりました。

　　　収益については113,099千円（消費税込み123,399千円）となり、費用75,380千円（消費税込み85,448千円）を差し引いた純利益は37,719千円と

　　なりました。

  (2) 経営指標に関する事項

  ＜経営指標の推移＞

契約率

370.6%298.9%271.9%214.9%203.4%流動比率

158.0%202.0%252.4%277.1%238.1%企業債残高対給水収益比率

有形固定資産減価償却率  37.7%  37.3%

 令和５年度　岐阜県工業用水道事業報告書

経常収支比率 132.8% 136.6% 145.5% 134.9% 150.0%

 46.6%  55.2%

　　・　経常収支比率は、経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すもので、100％以上となっていることが必要です。令和５年度

　　　は、契約水量の増に伴う給水収益の増などにより、前年度比15.1ポイント増の150.0％と、100％を上回っており、十分に健全経営を維持できて

　　　います。

　　・　流動比率は、短期的な債務に対する支払能力を示すもので、100％以上であることが必要です。令和５年度は、預金の増により、前年度比

　　　71.7ポイント増の370.6％となっており、一般的に安全とされる200％を上回っています。

　　・　企業債残高対給水収益比率は、給水収益に対する企業債残高の規模を示しています。令和５年度は、前年度比44.0ポイントの減の158.0％と

　　　なっており、順調に企業債の償還が進んでいます。

　　・　有形固定資産減価償却率は、償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを示すもので、老朽化の度合いを表しています。令和５年度

　　　は、前年度比1.1ポイント増の42.5％と、徐々に老朽化は進んでいるものの、供給開始から26年目と新しい施設であることから、同規模の団体

　　　と比較して低い値となっています。

　　・　契約率は、施設能力に対する契約水量の割合を示すもので、施設の効率性を表しています。契約水量は年々増加しており、令和５年度は、

　　　前年度比8.6ポイント増の55.2％となりましたが、依然余力のある状況であることから、引き続き契約水量を増やすことが必要となっています。

令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度令和元年度

 44.4% 43.5% 41.8%

 39.1%  41.4% 42.5%



  (3) 議会議決事項

 令和５年度岐阜県工業用水道事業会計予算

 令和４年度岐阜県工業用水道事業会計決算

処分について

 令和５年度岐阜県工業用水道事業会計補正予算

 令和５年度岐阜県工業用水道事業会計補正予算

  (4) 職員に関する事項（令和6年3月31日現在）

        5.  12.  21 議　　決 議第　８６号

        5.   9.  14         5.  12.  21 議　　決 議第１００号

        5.   9.  14

提　出　年　月　日

現　　　　員 ０人 １人 ０人 １人 １人 ２人

会  計  年  度

任  用  職  員
合          計 備       考

１人 ２人

事　務　職　員 技　術　職　員 そ　　の　　他 小         計

議第　２６号

一　　　般　　　職　　　員

        6.   2.  22         6.   3.  13 議　　決

定　　　　員 ０人 １人 ０人 １人

区　　　　分

        5.  12.   1         5.  12.  21 議　　決 議第１０７号

議　決　年　月　日 区　　分 議　案　番　号 議　　　決　　　内　　　容

     　年 　月 　日      　年 　月 　日

        5.   2.  22         5.   3.  16 議　　決 議第　１４号

 令和４年度岐阜県工業用水道事業の未処分利益剰余金の



２　工　　　事

  (1) 改良工事の概況

令和５年度実施した改良工事の主なものは次のとおりです。

円

３　業　　　務

  (1) 業務量

  (2) 事業収入に関する事項

円 円 円 ％

南山給水地点・工業用水流量計更新工事 2,387,000

事　　　　　項 予　定　量　（Ａ） 実　　　績　（Ｂ）

比　　　　　　　　　　　　較

増 減 （Ｂ） － （Ａ）

 工業用水道事業収益 123,560,000 123,398,796 △161,204

営 業 外 収 益 10,494,000 10,104,480 △389,520 96.3

営 業 収 益 113,066,000 113,294,316 228,316 100.2

99.9

比 率 （Ｂ） ／ （Ａ）

区　　　　　分 予  　 定　（Ａ） 実　　　績　（Ｂ） 比　率　（Ｂ）　／　（Ａ）

給　　　水　　　量 1,936,158.0㎥ 1,939,592.8㎥ 100.2%

工　　　　事　　　　名 本　年　度　工　事　費 着　工　年　月　日 竣　工　年　月　日

      年 　月 　日      年 　月　 日

   5.  11.  24

工業用水　自動検針装置整備工事 165,000    5.   4.  26    5.   6.   8

   5.   4.   4



  (3) 事業費に関する事項

円 円 円 ％

４　会　　　計

  (1) 企業債及び長期借入金の概況

    ア　企　業　債

円 円 円 円

    イ　長期借入金

円 円 円 円465,527,549 0 23,276,378 442,251,171

借　　　入　　　額 償　　　還　　　額

182,445,261 0 19,728,116 162,717,145

令和４年度末現在高 令 和 ５ 年 度 末 現 在 高

借　　　入　　　額 償　　　還　　　額

営 業 外 費 用 12,729,000 10,361,649 △2,367,351 81.4

予 備 費 1,000,000 0 △1,000,000 -　

特 別 損 失 0 3,054 3,054 -　

令和４年度末現在高 令 和 ５ 年 度 末 現 在 高

営 業 費 用 89,387,000 75,083,236 △14,303,764 84.0

比 率 （Ｂ） ／ （Ａ）

 工業用水道事業費用 103,116,000 85,447,939 △17,668,061 82.9

事　　　　　項 予　定　量　（Ａ） 実　　　績　（Ｂ）

比　　　　　　　　　　　　較

増 減 （Ｂ） － （Ａ）

令 和 ５ 年 度 中 の 増 減

令 和 ５ 年 度 中 の 増 減



（単位　円）

1

2

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 2,320,000

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,320,000

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 997

利 息 の 支 払 額 △ 1,758,584

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 75,485,019

小 計 77,242,606

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 1,447,894

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 1,179,153

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 997

支 払 利 息 1,758,584

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 27,666

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 10,085,392

減 価 償 却 費 49,642,466

固 定 資 産 除 却 費 808,304

　令和５年度　岐阜県工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 37,719,022



3

4

5

6

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ） 30,160,525

資 金 期 首 残 高 138,105,245

資 金 期 末 残 高 168,265,770

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金の償還による支出 △ 23,276,378

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 43,004,494

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 19,728,116

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



 収　 益　 費　 用　 明　 細　 書 
　　 (単位　円)

款 項 目 節 金　　額

工業用水道事業収益 113,099,373

営 業 収 益 102,994,893

給 水 収 益 102,994,893

営 業 外 収 益 10,104,480

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息 997

長 期 前 受 金 戻 入 10,085,392

雑 収 益 18,091

そ の 他 雑 収 益 18,091

工業用水道事業費用 75,380,351

営 業 費 用 73,618,548

原 水 及 び 浄 水 費 19,432,598

給 料 2,823,000 予算額 2,834,000 円

職 員 手 当 等 1,300,346 〃 1,468,000 円

法 定 福 利 費 770,700 〃 796,000 円

備 消 耗 品 費 28,633

燃 料 費 50,873

通 信 運 搬 費 11,315

手 数 料 3,400

保 険 料 33,730

備　　　　　　考

997



款 項 目 節 金　　額

委 託 料 218,689

使用料及び賃借料 111,779

修 繕 費 1,561,800

動 力 費 681,530

材 料 費 449,000

負 担 金 補 助 及 び
交 付 金

公 課 費 8,200

賞与引当金繰入額 423,429 予算額 425,000 円

総 係 費 3,735,180

報 酬 2,272,125 予算額 2,286,000 円

職 員 手 当 等 409,652 〃 410,000 円

法 定 福 利 費 433,779 〃 447,000 円

報 償 費 9,546

旅 費 116,560

備 消 耗 品 費 29,175

印 刷 製 本 費 64,611

通 信 運 搬 費 4,192

手 数 料 300,976

使用料及び賃借料 4,364

負 担 金 補 助 及 び
交 付 金

減 価 償 却 費 49,642,466

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

備　　　　　　考

10,956,174

90,200

44,261,473

5,380,993



資 産 減 耗 費 808,304

固 定 資 産 除 却 費 808,304

営 業 外 費 用 1,758,749

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

企 業 債 利 息 1,758,584

雑 支 出 165

そ の 他 雑 支 出 165

特 別 損 失 3,054

そ の 他 特 別 損 失 3,054

1,758,584



  (1)  有形固定資産明細書 （単位　円）

  (2)  無形固定資産明細書 （単位　円）

（単位　円）

3.40  6.　3.　25 

1,436,573,3901,613,566

60,213,299

3,168,000

年　　度　　末

0

0 0

776,511,004

29,745,086

1,782,000

40,477,451

2,893,022

891,000

備考

284,693,224

1,070,812,136

17,686,731

年  度  末

償却未済高
資 産 の 種 類

現  在  高

年 度 当 初

増  加  額

当  年  度 当  年  度

46,194,870

43,773,000

46,489,437

減  少  額 減 少 額
当 年 度

1,613,566

0

0

増 加 額
当 年 度

101,666,299

0

3,364,250

0

0

年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額

累   計

0

54,527,762合        計

建 設 仮 勘 定

284,693,224

1,798,479,628

2,320,000

4,950,000

48,843,512

2,236,278,588

機 械 及 び 装 置

構 築 物

土 地

2,421,870

　固 　定 　資 　産 　明 　細 　書　

0

284,693,224

1,847,323,140

47,431,817

4,950,000

0

工具器具及び備品

0

－

資 産 の 種 類

ダ ム 使 用 権

60,213,299

2,244,611,480

0

44,261,473 808,038,090

24,347,406 －

－

9.　3.　25 

11,797,501 202,652,594

4,685,406

資 金 運 用 部

備　　　考

資 金 運 用 部

当  年  度 当    年    度

減 価 償 却 高

年 度 当 初

増  加  額 減  少  額現  在  高

0

5,380,993

5,380,993 208,813,537

　企　　業　　債　　明　　細　　書　

214,194,530

214,194,530

0 208,813,5370

当  年  度

現　　在　　高

0

残　　  　高償　還　高

合                計

利　率
償　還　高

平成

（年利％）
備　　　　考

建設改良費
等の財源に
充てるため
の 企 業 債

8.　4.　30 

発　　　行

年　月　日

 7.　3.　 1 資 金 運 用 部2.80

令和

種　類
償　　還　　高

83,000,000

4,000,000 245,803

〃

当　年　度

 8.　3.　 1 

発　行　総　額

4,000,000 0

累　　　計

未　 償　 還
償 還 終 期

78,182,487

2.10〃

4,817,513

10.　3.　25 227,000,000

発行

価額



令和

資 金 運 用 部

9.　3.　20 公営企業金融公庫

12.　3.　 1 財 政 融 資

－ 2.00 10.　3.　 1 12.　3.　24 10,000,000 495,443 7,916,619 2,083,381

〃 12.　3.　30 13,000,000 764,753 12,219,875 780,125

建設改良費
等の財源に
充てるため
の 企 業 債

平成

 7.　3.　20 公営企業金融公庫

－

11.　3.　 1 資 金 運 用 部

〃 地方公共団体金融機構34.　3.　20 

19,728,116493,500,000合　計

 4.　3.　30 

－ 2.00

0.70－33,700,0000

2.20

2.10

 0.214

0.50

〃 13.　3.　26 

〃 13.　3.　29 公営企業金融公庫

4,000,000 190,298 3,001,661 998,339 －

7,000,000 811,359 － 1.70  8.　3.　20 395,494 6,188,641

〃 14.　3.　25 11,000,000 527,974

令和

〃 14.　3.　28 11,000,000 625,444

－

7,577,650 3,422,350 －

50,700,000

39,100,000

〃 50,700,000 0

〃  3.　3.　31 39,100,000 0

 3.　3.　30 

33,700,000

1.60

9,043,328 1,956,672 －

－

33.　3.　20 地方公共団体金融機構

13.　3.　31 （ 株 ） 十 六 銀 行

0

162,717,145330,782,855

0

0



Ⅰ　重要な会計方針に関する事項

1　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第 2 号に基づく。

(2) 無形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則別表第 3 号に基づく。

2　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額のうち、工業用水道事業会計の負担分を計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

3　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式としている。

Ⅱ　キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

特に注記事項はなし。

注記事項



Ⅲ　貸借対照表等に関する事項

特に注記事項はなし。

Ⅳ　セグメント情報の開示

当会計は、工業用水道事業のみを業務活動としていることから、１つの報告セグメントとしている。

Ⅴ　その他の注記

　 賞与引当金の取崩し

　当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに係る法定福利費として1,301,407円を支給するため、賞与引当金395,763円を取り崩した。


